
投資信託説明書（交付目論見書）

●	 	本書は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書です。この目論見書により行う「世界優先
証券ファンド2013-12（為替ヘッジあり／限定追加型）」の受益権の募集については、発行者であるアムンディ・ジャパン株式
会社（委託会社）は、同法第5条の規定により有価証券届出書を平成25年11月15日に関東財務局長に提出しており、平成25年
12月1日にその届出の効力が生じております。

●	 	ファンドに関する投資信託説明書（請求目論見書）を含む詳細な情報は下記＜ファンドに関する照会先＞のホームページで閲覧で
きます。また、本書には投資信託約款の主な内容が含まれておりますが、投資信託約款の全文は投資信託説明書（請求目論見書）
に掲載されております。

●	 	投資信託説明書（請求目論見書）については、販売会社にご請求いただければ当該販売会社を通じて交付いたします。ご請求され
た場合には、その旨をご自身で記録しておくようにしてください。

●	 	ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号）に基づいて組成された金融商品であり、商品内容の
重大な変更を行う場合には、同法に基づき事前に受益者の意向を確認する手続き等を行います。また、ファンドの投資信託財産
は、受託会社により保管されますが、信託法によって受託会社の固有財産等との分別管理等が義務付けられています。

●	 	ファンドの販売会社、基準価額等については、下記＜ファンドに関する照会先＞までお問合せください。

※	属性区分に記載している「為替ヘッジ」は、対円での為替リスクに対するヘッジの有無を記載しております。
商品分類および属性区分の定義については、一般社団法人投資信託協会のホームページ（http://www.toushin.or.jp/）をご覧ください。
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■ 委託会社 ［ファンドの運用の指図を行う者］
アムンディ・ジャパン株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第３５０号
設 立 年 月 日：１９７１年１１月２２日
資 本 金：12億円（2013年9月末現在）
運用する投資信託財産の合計純資産総額：
1兆5,925億円（2013年9月末現在）

■ 受託会社 ［ファンドの財産の保管および管理を行う者］
株式会社りそな銀行

（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）

■ ＜ファンドに関する照会先＞

使用開始日　2013.12.02

ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。
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世界の大手金融機関が発行する優先証券を主要投資対象とし、インカム
ゲインの確保と投資信託財産の成長をめざして運用を行います。

●優先証券は一般的に繰上償還条項が付与されており、繰上償還の場合には額面で償還されます。
●繰上償還とならなかった場合、信託期間終了までの間に当該証券を売却することになりますが、
その売却価格は当該証券の償還価格を下回る可能性があります。
●利回り水準、信用度、流動性を加味した上で、繰上償還を待たず、時価で売却することがあり
ます。
●信託期間内に繰上償還あるいは売却した優先証券の償還金・売却代金については、他の優先
証券に再投資する場合があります。また、他の優先証券に再投資せずに、社債、劣後債、短期有価
証券ならびに短期金融商品等に投資する場合があります。

信託期間（約２年6ヵ月）以内に次回の繰上償還日が到来
する優先証券に投資します。

世界の大手金融機関※1が発行する優先証券に投資します。

●外貨建資産については、対円で為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ります。

●G-SIFIs（Global Systemically Important Financial Institutions）に指定された金融機関が
実質的に発行する優先証券を中心に投資します。また、劣後債に投資することがあります。
G-SIFIsとは、金融安定理事会（FSB)が指定した、金融システム上、重要な金融機関をいいます。
詳しくは、4ページをご参照ください。
●G-SIFIsに指定されていない金融機関が発行する優先証券に投資することがあります。その
場合、発行体の格付は取得時においてシングルA格※2相当以上とします。

●優先証券の投資にあたっては、利回り、信用リスクや流動性等を勘案して銘柄を選択します。
当初のポートフォリオ構築時において、投資する有価証券の平均格付は投資適格※2以上を
めざします。

＊同一発行体における発行体格付と優先証券の格付は異なります。一般的に優先証券の格付は、普通社債や
劣後債等と比較して低くなります。また、債務弁済順位が普通社債や劣後債に劣後するなど優先証券
固有のリスクがあります。

※1 金融機関には関連会社等を含みます。
※2 スタンダード＆プアーズ社、ムーディーズ社またはフィッチ社が付与する格付を参照します。

原則として、為替ヘッジを行います。

ファンドの目的

ファンドの特色

ジーシフィーズ

特色特色

特色特色

特色特色

資金動向、投資信託財産の規模、市況動向および残存信託期間等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 上記は過去のデータであり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、ファンドの将来の運用
成果等を示唆・保証するものではありません。
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（%） 【主要証券の利回り比較】

出所：ブルームバーグ、バークレイズのデータを基に、アムンディ・ジャパン株式会社が作成。

世界国債
（除く日本）

グローバル
投資適格社債

エマージング
国債

先進国
ハイイールド社債

グローバル優先証券
（投資適格）

（2013年9月末現在）

世界国債（除く日本）：シティグループ世界国債インデックス（除く日本）、グローバル投資適格社債：バークレイズ・グローバル総合社債イン
デックス、エマージング国債：JPモルガンEMBIグローバル・ディバーシファイド・インデックス、先進国ハイイールド社債：BofAML 
Developed Markets・ハイイールド・コンストレイント・インデックス、グローバル優先証券（投資適格）：バークレイズ・グローバル優先証券
インデックスを使用。
使用したバークレイズの各インデックスは、バークレイズ・バンク・ピーエルシーおよび関連会社（バークレイズ）が開発、算出、公表をおこなう
インデックスであり、当該インデックスに関する知的財産権およびその他の一切の権利はバークレイズに帰属します。シティグループ世界
国債インデックス（除く日本）は、シティグループ・グローバル・マーケッツ・インクが開発した指数です。BofAML Developed Markets・ハイ
イールド・コンストレイント・インデックスは、バンクオブアメリカ・メリルリンチの許可を得て使用しています。当該インデックスに関する知的
財産権およびその他一切の権利はバンクオブアメリカ・メリルリンチに帰属します。

＊上記はイメージであり、実際の利回りや価格変動等を表すものではありません。
＊上記は一般的な優先証券の性質について説明したものであり、実際の優先証券の性質すべてを網羅したものではなく、これにあてはまら
ない場合もあります。

一般的に優先証券は国債や社債と比較して、信用リスクが高いことや優先証券
固有のリスクにより利回りが高いという特徴があります。

優先証券とは、債券と株式の両方の性質を備えた証券です。
信用リスクや優先証券固有のリスク※により、一般的に普通社債と比べて高い利回りが期待できます。
※優先証券固有のリスクについては、7、8ページをご参照ください。

●利息または配当が定められています。
●償還期限は超長期か永久ですが、一般的に
繰上償還条項が付与されています。

●満期・繰上償還時には額面で償還されます。

●発行体にとっては、資本に近い性質を有し
ます。
発行体の財務状況の変化等により、利息または配当の
支払いや繰上償還が見送られることがあります。

株式としての性質債券としての性質

＋

（注1）法的弁済順位とは、発行体が倒産
等となった場合において、債権者
等に対する残余財産を弁済する
順位をいいます。

（注2）劣後債は、普通社債に比べて、法的
弁済順位が劣後した債券です。
一般的に繰上償還条項が付与されて
おり、利払繰延条項が付与されて
いるものもあります。
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上記は、本書作成日現在G-SIFIsに指定されている金融機関を列記したものであり、ファンドが上記の金融機関
が発行する優先証券等を組入れることを示唆・保証するものではなく、また推奨するものでもありません。なお、
G-SIFIsに指定される金融機関は毎年の見直しにより変更されることがあります。

G-SIFIsに指定されている金融機関（2012年11月時点）

シティグループ／ゴールドマン・サックス
JPモルガン・チェース／モルガン・スタンレー
バンク・オブ・アメリカ／ステート・ストリート
ウェルズ・ファーゴ
バンク・オブ・ニューヨーク・メロン

三菱UFJフィナンシャル・グループ
みずほフィナンシャルグループ
三井住友フィナンシャルグループ

日 本

HSBC
バークレイズ
スタンダード・チャータード
ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド

出所：金融安定理事会（FSB）

主要国の金融監督当局等で構成される金融安定理事会（FSB＜Financial Stability Board＞）
が指定する、世界の国際金融システムの維持・安定において重要な金融機関をいいます。

G-SIFIs（ジーシフィーズ）とは・・・

●G-SIFIsとは金融安定理事会（FSB）により指定された、事業規模が大きく、金融システムに与える
影響の大きい金融機関です。そのため、厳しい資本規制が課されるなど、より安全性の高い経営が
求められることから、その他の金融機関と比較して安定した信用力が期待されます。
●ファンドは、G-SIFIsに指定されていない金融機関が発行する優先証券に投資することがあります。
その場合、発行体の格付は取得時においてシングルA格相当以上とします。

ドイツ銀行 BNPパリバ
BPCEグループ
ソシエテ ジェネラル
クレディ・アグリコル・グループ

UBS／クレディ・スイス ノルデアBBVA／サンタンデール

ING銀行

ウニクレディト・グループ

アジア 米国

欧州（非ユーロ圏）欧州（ユーロ圏）

バンク・オブ・チャイナ
中 国

オランダ

ドイツ

スペイン イタリア

フランス

スウェーデンスイス
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世界を代表する金融機関（G-SIFIs）が発行する優先証券を中心に投資します。

運用会社であるアムンディ（本社：パリ）に運用の指図に関する権限の一部または全部を委託します。
アムンディでは、徹底した発行体のファンダメンタルズ分析および銘柄分析に基づき、利回りや流動性
等を勘案して銘柄を選択し、ポートフォリオを構築します。

●株式への投資割合には制限を設けません。
●投資信託証券（上場投資信託証券を除きます）への投資割合は、投資信託財産の純資産総額の
5％以下とします。
●外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。
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ファンドの仕組み

主な投資制限

●第1期決算日は、平成26年6月25日とします。
●分配対象額は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益（評価益を含みます）等の
全額とします。
●分配金額は、委託会社が基準価額水準および市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配
対象額が少額の場合は 分配を行わないこともあります。したがって、将来の分配金の支払い
およびその金額について保証するものではありません。
●留保益の運用は特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行い
ます。

原則として、年2回決算（6月25日および12月25日。
休業日の場合は翌営業日）を行い、収益分配方針に基づいて
分配を行うことをめざします。

資金動向、投資信託財産の規模、市況動向および残存信託期間等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

特色特色
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●米ドル、ユーロ等の金利低下により、円金利との差が縮小したため、為替ヘッジにかかるヘッジコストは
低水準で推移しています。
【米国短期金利－日本短期金利の推移】 【ユーロ短期金利－日本短期金利の推移】

（2002年12月末～2013年9月末、月次）（2002年12月末～2013年9月末、月次）（%） （%）

出所：ブルームバーグのデータを基に、アムンディ・ジャパン株式会社が作成。
米国短期金利：米ドル3ヵ月LIBOR、ユーロ短期金利：ユーロ3ヵ月LIBOR、日本短期金利：円3ヵ月LIBORを使用。
上記は先物為替レート等を概算する際の目安として参照する金利であり、ファンドが実際に為替ヘッジを行う先物為替等の水準から逆算される
金利とは異なる場合があります。なお、上記のグラフは過去のデータに基づくものであり、将来の為替ヘッジコスト等を示唆あるいは保証する
ものではありません。

出所：ブルームバーグ、アムンディ（パリ）等のデータを基に、アムンディ・ジャパン株式会社が作成。
・各格付別比率は、スタンダード&プアーズ社、ムーディーズ社またはフィッチ社が付与する格付を参照し、格付表記はアムンディ独自の表記
を用いています。各格付別比率は数字付加記号やプラス、マイナスの符号等は考慮しておりません。
・四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

・モデルポートフォリオの特性値は、キャッシュを除く有価
証券の組入比率で加重平均したものです。

※1 最終利回りおよびデュレーションは、信託期間内に到来
する繰上償還日を基準に算出しています。

※2 為替ヘッジコストは対象通貨の短期金利と円短期金利
との差の加重平均により簡便的に計算しています。

※3 平均格付とは、基準日時点でモデルポートフォリオに
属している有価証券の信用格付を加重平均したもので
あり、ファンドの信用格付ではありません。

モデルポートフォリオの利回りは以下の前提条件を基に計算
上の数値として算出したものであり、ファンドの将来の運用成
果等とは大きく異なることがありますので、ご注意ください。
（前提条件）
①2013年10月17日現在のモデルポートフォリオの全銘柄
を、当該日の価格で購入し、当該銘柄全てがアムンディ
が想定する償還日に繰上償還となり、利息または配当が
予定どおり支払われる。
②各銘柄の繰上償還後は再投資せずに現金で保有。

最終利回り※1
（為替ヘッジコスト控除前）
デュレーション※1
直接利回り（為替ヘッジコスト控除前）
為替ヘッジコスト※2
平均格付※3
銘柄数（発行体数）

モデルポートフォリオの利回り
（為替ヘッジコスト控除前）4.59%

2.12年
5.25%
0.09%
BBB3
11（10）

4.23%

【モデルポートフォリオ特性値】

【優先証券等の組入比率と信託期間のイメージ図】

下記は2013年10月17日現在のモデルポートフォリオのデータであり、「世界優先証券ファンド2013-12（為替ヘッジあり／
限定追加型）」の実際のデータと異なる場合があります。モデルポートフォリオに関する情報は2013年10月17日現在の市場
環境等に基づいて作成したものであり、信託報酬、販売手数料、売買実行可能性や売買委託手数料、税金等の諸費用は考慮して
おりません。

上記最終利回り（4.59%、為替ヘッジコスト控除前、2013年10月17日現在）は、アムンディが想定する償還日に基づくものです。
信託期間内に組入有価証券が償還した場合には、信託期間内に償還または繰上償還日を迎える優先証券等に再投資することがあり
ます。その場合には、当初投資した組入有価証券に比べ、償還または繰上償還日までの期間が短くかつ低い利回りのものである可能性
があり、その結果ファンドの償還日が近づくにつれ、ファンドの利回りが低下することがあります。

【証券格付別比率】

【通貨別比率】【国別比率】
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●これまで金融機関は自己資本の充実を図る目的で、従来の規制に基づき自己資本に算入可能な優先
証券を発行してきました。
●バーゼルⅢ※等により金融機関に対する自己資本の定義が厳格化され、自己資本の量と質の向上が
求められるなかで、既発の優先証券の多くは自己資本の算入対象外となります。
※バーゼルⅢは、国際的に業務を展開している銀行の健全性を維持するために、主要国の金融監督当局から構成されるバーゼル
銀行監督委員会が公表した新たな自己資本規制のことです。

●今後は発行体が自己資本に算入できなくなる既発の優先証券を順次繰上償還させることが見込まれ
ます。

【ご参考】優先証券の繰上償還を取り巻く環境

為替ヘッジを行うことにより、為替変動リスクの低減を図ります。 モデルポートフォリオ

●優先証券は、リーマンショックや欧州債務問題が深刻化した局面などの金融危機時には、価格が下落
する傾向があります。　
●金融市場が安定したことと、好利回りを求める投資家からの継続的な需要を背景に、優先証券の価格
は回復し、上昇傾向にあります。

出所：バークレイズのデータを基に、アムンディ・ジャパン株式会社が作成。
バークレイズ・グローバル優先証券インデックス（米ドルベース）を使用。

【優先証券（投資適格）指数の推移】
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上記は過去のデータであり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、ファンドの将来の運用
成果等を示唆・保証するものではありません。

上記は過去のデータであり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、ファンドの将来の運用
成果等を示唆・保証するものではありません。
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【モデルポートフォリオの利回り】
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▲ ▲

●これまで金融機関は自己資本の充実を図る目的で、従来の規制に基づき自己資本に算入可能な優先
証券を発行してきました。
●バーゼルⅢ※等により金融機関に対する自己資本の定義が厳格化され、自己資本の量と質の向上が
求められるなかで、既発の優先証券の多くは自己資本の算入対象外となります。
※バーゼルⅢは、国際的に業務を展開している銀行の健全性を維持するために、主要国の金融監督当局から構成されるバーゼル
銀行監督委員会が公表した新たな自己資本規制のことです。

●今後は発行体が自己資本に算入できなくなる既発の優先証券を順次繰上償還させることが見込まれ
ます。

【ご参考】優先証券の繰上償還を取り巻く環境

為替ヘッジを行うことにより、為替変動リスクの低減を図ります。 モデルポートフォリオ

●優先証券は、リーマンショックや欧州債務問題が深刻化した局面などの金融危機時には、価格が下落
する傾向があります。　
●金融市場が安定したことと、好利回りを求める投資家からの継続的な需要を背景に、優先証券の価格
は回復し、上昇傾向にあります。

出所：バークレイズのデータを基に、アムンディ・ジャパン株式会社が作成。
バークレイズ・グローバル優先証券インデックス（米ドルベース）を使用。

【優先証券（投資適格）指数の推移】

02年12月 03年12月 04年12月 05年12月 06年12月 07年12月 08年12月 09年12月 10年12月 11年12月 12年12月

（2002年12月末～2013年9月末、月次）
260

220
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20
（2002年12月末を100として指数化）

優先証券（投資適格）指数の推移

上記は過去のデータであり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、ファンドの将来の運用
成果等を示唆・保証するものではありません。

上記は過去のデータであり、将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、ファンドの将来の運用
成果等を示唆・保証するものではありません。

追加的記載事項
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投資リスク

①優先証券※の価格変動リスク
・優先証券の価格は、金利、発行体の財務状況等により変動します。一般的に、金利の上昇、発行体
の財務状況の悪化等は、優先証券の価格の下落の要因と考えられます。優先証券の価格が下落した
場合には、ファンドの基準価額が下落し、損失を被り投資元本を割込むことがあります。
※劣後債を含みます。

・優先証券には、主に以下のような固有のリスクがあります。ただし、以下の記述は優先証券固有の
リスクをすべて網羅したものではありません。
1）弁済順位に関するリスク（劣後リスク）
一般的に優先証券の弁済順位は株式に優先し、普通社債等より劣後します。したがって、発行体
が破綻等に陥った場合、他の優先する債務が弁済されない限り、元利金の支払いを受けることが
できません。

2）繰上償還延期および買い戻しに関するリスク
一般的に優先証券には、繰上償還条項が付与されていますが、予定された期日に繰上償還が実施
されない場合、あるいは繰上償還されないと見込まれる場合等には、価格が大きく下落する可能性
があります。
また、発行体は繰上償還以外に、時価を基準に優先証券の買い戻しを行う場合があります。
それに応じて売却したときに損失が生じ、基準価額が下落する場合があります。

3）利息、配当および元本に関するリスク
優先証券には、利息または配当の支払繰延条項等が付与されている証券があります。発行体の
財務状況の変化、金融規制当局の動向、その他当該支払繰延条項等に規定された条件が満たされた
場合には、利息または配当の支払いが繰り延べまたは停止される可能性、利息、配当または元本が
減額される可能性があります。

②信用リスク
・	発行体の財務内容の悪化等により元金や利金等の支払い等、発行体による債務の履行が遅滞する、
あるいは履行されないリスクです。ファンドが主要投資対象とする優先証券の発行体の経営・
財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化を含む信用状況等の悪化といった事態は
信用リスクの上昇を招くことがあります。この場合、優先証券の価格の下落や為替ヘッジ等に
おける障害の発生による不測のコスト上昇等を招くことがあります。
優先証券は一般的に同一の発行体が発行する普通社債より低い格付となるため、発行体の信用状況
等が悪化した場合、普通社債以上に価格が大きく下落する可能性があります。また、投資適格未満の
優先証券に投資することがあります。これらを要因として、ファンドの基準価額が下落し、損失を被り
投資元本を割込むことがあります。

・優先証券の発行体および為替ヘッジ等の取引相手方が破産した場合は、投資資金の全部あるいは
一部を回収することができなくなることがあります。その結果、ファンドの基準価額が下落し、
損失を被り投資元本を割込むことがあります。

③流動性リスク
短期間で大量の換金があった場合等には組入有価証券を市場実勢から期待される価格で売却でき
ないことがあり、ファンドの基準価額が下落する要因となります。また、優先証券は、公社債と比べ
市場規模が小さく、一般的に取引量も少ないため、流動性リスクが高い傾向にあります。

基準価額の変動要因

ファンドは、主として優先証券など値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動
リスクがあります）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が
保証されているものではありません。
ファンドの基準価額の下落により、損失を被り投資元本を割込むことがあります。
ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属します。なお、投資信託は預貯金
とは異なります。
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④為替変動リスク
外貨建資産は、為替レートの変動により円換算価格が変動します。ファンドが投資する外貨建資産に
ついては、対円で為替ヘッジを行いますが、円金利がヘッジ対象通貨に係る金利より低い場合には、
両通貨の短期金利差相当分のヘッジコストがかかります。また、為替ヘッジを行った場合でも為替
変動リスクを完全に排除できるものではなく、為替レートの変動の影響を受ける場合があり、ファンド
の基準価額が下落する要因となります。

⑤特定の業種・発行体※・銘柄への集中投資リスク
・ファンドは、金融機関が実質的に発行した優先証券を中心に投資するため、個別の金融機関の経営・
財務状況、金融規制当局や政府等の金融機関に対する規制、行政方針や金融情勢の変化等、金融
セクター固有の要因により影響を受けます。また、同一発行体の発行した証券への投資比率が
高くなる可能性があります。したがって、多くの業種に幅広く分散投資された投資信託に比べ、
基準価額の変動が大きくなる可能性があります。
※金融機関やそのグループ全体を指します。

◆基準価額の変動要因（投資リスク）は上記に限定されるものではありません。

その他の留意点

①規制の変更に関する留意点
ファンドの運用に関連する国または地域の法令、税制および会計基準等は今後変更される可能性が
あります。将来、優先証券に関する規制や基準が変更された場合、ファンドは重大な不利益を被る
可能性があります。

②収益分配金に関する留意事項
分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われる
と、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の
配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日
の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算
期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに
相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが
小さかった場合も同様です。

③ファンドの繰上償還
ファンドは、投資信託財産の純資産総額が10億円を下回った場合等には、信託を終了させることが
あります。

ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第３７条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

リスクの管理体制
ファンドのリスク管理として、運用リスク全般の状況をモニタリングするとともに、運用パフォー
マンスの分析および評価を行い、リスク委員会に報告します。このほか、委託会社は関連法規、諸規則
および運用ガイドライン等の遵守状況をモニターしリスク委員会に報告するほか、重大なコンプラ
イアンス事案については、コンプライアンス委員会で審議を行い、必要な方策を講じており、グループ
の独立した監査部門が随時監査を行います。

◆上記は本書作成日現在のリスク管理体制です。リスク管理体制は変更されることがあります。

運用実績
ファンドの運用は、平成25年12月27日より開始される予定であり、同日まで運用実績はありません。
したがって以下に記載すべき該当事項はありません。なお、ファンドにはベンチマークはありません。
●基準価額・純資産の推移　　●分配の推移　　●主要な資産の状況　　●年間収益率の推移

※運用実績等については、表紙に記載の委託会社ホームページにおいて閲覧することができます。
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手続・手数料等

購 入 単 位 販売会社が定める単位とします。
詳しくは販売会社にお問合せください。

購 入 価 額 当初申込期間：１口当たり１円とします。
継続申込期間：購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

購 入 代 金 販売会社が定める期日までにお申込みの販売会社にお支払いください。

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額とします。

換 金 代 金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目以降にお支払いします。

換 金 申 込
受 付 不 可 日

ファンドの休業日（ユーロネクストの休業日、フランスの祝休日のいずれかに該当する場合、
または12月24日である場合）には受付けません。

申 込 締 切 時 間 原則として毎営業日の午後3時※までに購入・換金のお申込みができます。
販売会社により異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

購入の申込期間

当初申込期間：平成25年12月2日から平成25年12月26日までとします。
継続申込期間：平成25年12月27日とします。
申込期間は販売会社により異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。
＊平成25年12月28日以降の購入のお申込みは受付けません。

換 金 制 限 委託会社の判断により、一定の金額を超える換金申込には制限を設ける場合があります。

購入・換金申込
受 付 の 中 止
お よ び 取 消 し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを
得ない事情があるときは、委託会社の判断によりファンドの購入・換金申込受付を制限または
中止すること、およびすでに受付けた購入・換金申込受付を取消すことができます。

信 託 期 間 平成28年6月24日までとします。（設定日：平成25年12月27日）

繰 上 償 還

委託会社は投資信託財産の純資産総額が10億円を下回ることとなったとき、または信託を
終了させることが投資者のために有利であると認めるとき、もしくはやむを得ない事情が
発生したときは、受託会社と合意のうえ、信託期間を繰上げて信託を終了させることが
できます。

決 算 日 年2回決算、原則6月25日および12月25日です。休業日の場合は翌営業日とします。
第１期決算日は平成26年6月25日です。

収 益 分 配 年2回。毎決算時に収益分配方針に基づいて分配を行います。

信託金の限度額 400億円です。

公 告 日本経済新聞に掲載します。

運 用 報 告 書 毎年6月、12月の決算時および償還時に運用報告書を作成し、知れている受益者に販売
会社よりお届けします。

課 税 関 係 課税上は、株式投資信託として取扱われます。
配当控除および益金不算入制度は適用されません。

※上記所定の時間までにお申込みが行われ、かつ、それにかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを
当日の受付分とさせていただきます。これを過ぎてからのお申込みは、翌営業日の取扱いとなります。

お申込みメモ
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ファンドの費用
投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
購入申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１口当たり1円）に、販売会社が
独自に定める料率を乗じて得た金額とします。本書作成日現在の料率上限は3.15％（税抜
3.0％）です。詳しくは販売会社にお問合せください。

信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3%を乗じて得た金額とします。

投資者が投資信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

信託報酬の総額は、投資信託財産の純資産総額に対して年率1.6065％※（税抜1.53％）
以内を乗じて得た金額とし、計算期間を通じて毎日、費用計上されます。
※消費税率が8％になった場合は、1.6524％となります。

〔信託報酬の配分〕	 （年率）
純資産総額 委託会社 販売会社 受託会社

50億円以下の場合 0.85%（税抜）以内 0.65%（税抜） 0.03%（税抜）

50億円超
100億円以下の場合 0.75%（税抜）以内 0.75%（税抜） 0.03%（税抜）

100億円超の場合 0.65%（税抜）以内 0.85%（税抜） 0.03%（税抜）

※アムンディ（運用指図権限委託先）に支払う報酬額は、投資信託財産の日々の純資産総額
に対して年率0.85％以内を乗じて得た金額とし、委託会社が支払うものとします。
信託報酬は、毎計算期間末または信託終了のときに、投資信託財産中から支弁します。
●上記の運用管理費用（信託報酬）は、本書作成日現在のものです。

その他の費用・
手数料

投資信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、特定資産の
価格等の調査に要する諸費用、法律顧問・税務顧問への報酬、目論見書・運用報告書等の
印刷費用、有価証券届出書関連費用、郵送費用、公告費用、格付費用、受益権の管理事務に
関連する費用等およびこれらの諸費用にかかる消費税等に相当する金額を含みます）および
受託会社の立替えた立替金の利息は、投資者の負担とし、投資信託財産中から支弁する
ことができます。また、有価証券売買時の売買委託手数料および組入資産の保管費用などの
諸費用がかかります。
※その他の費用・手数料の合計額は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、
上限額等を表示することはできません。

ファンドの費用の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することはできません。
税法が改正された場合等には、税込費用・手数料が変更になることがあります。

税金
・税金は表に記載の時期に適用されます。
・以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。	

時　期 項　目 税　金

分配時 所得税および地方税 配当所得として課税
普通分配金に対して10.147％

換金（解約）時および
償還時 所得税および地方税 譲渡所得として課税

換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して10.147％
●	上記は、平成25年9月末現在のものです。平成26年1月1日以降は20.315％となる予定です。	
なお、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
●法人の場合は上記とは異なります。
●税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。	

ファンドの費用・税金
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